
令和６年度行政評価　施策評価票

主管部局・課 教育委員会・教育総務課

政策分野３　教育環境
目指す姿

すべての子どもたちが、等しく教育を受け、安全で安心して学校生活を送れる環境が整ったまち

施策

施策番号
名称

施策の内容

施策１

就学環境の充実

施策２

１　政策分野の進捗状況
重要業績評価指標の達成状況

指標名 単位 説明又は計算式

1

耐震基準を満たす学校施設の割合 ％ 耐震基準を満たす棟数／全棟数

年度 令和５年度令和６年度令和７年度 最終目標 検証

目標 100 100 100
100

実績 100 100 -

政策目標１　未来につなぐひとづくり/政策１　次代を創る子どもたちの育成

関連するSDGs17のゴール

　子どもたちが等しく義務教育を受けることができるようにするため、経済的理由や通学環
境などから、児童及び生徒の就学に支障をきたす状況にある保護者などに対して必要な援助
を行います。

学校環境の充実、整備

　子どもたちが安心して学校生活を送れるよう、計画的な学校施設の耐震化を進め、さら
に、予防保全の視点から施設や設備の適切な維持管理や改修を行います。
　また、新学習指導要領や各学校の特色、教育目標、教育課題等に対応した適切な教材や図
書の整備を進めます。

新型コロナウイルス感染症の影響から、当初の
目標(令和２年度)よりも１年遅れての達成とな
ったが、概ね計画通り進めることができた。



２　施策の評価
施策１ 就学環境の充実

取組状況

今年度の
重点方針
（方向性）

　子どもたちが等しく義務教育を受けることができるようにするため、経済的理由や通学環
境などから、児童及び生徒の就学に支障をきたす状況にある保護者などに対して必要な援助
を行います。

【１】就学支援
・経済的に就学が困難な児童生徒の保護者に対して、学用品費、学校給食費、医療費等を支
援することにより、義務教育の円滑な実施を図った。
・新入学児童生徒に対する新入学児童生徒学用品費等の入学前支給を実施するなど、より実
情に沿った支援を行った。
・東日本大震災等により被災した児童生徒に対しては、補助金を活用した被災児童生徒等就
学支援事業費にて対応した。

【２】通学支援
・学校の統廃合及び分校や寄宿舎の廃止等により遠距離通学となった児童生徒の居住する地
区において、それぞれの地域特性を踏まえ、学校、保護者等と協議をしながらスクールバス
を運行してきた。
・遠距離通学する児童生徒の保護者に対し、バス・列車の乗車券や補助金を交付してきた。

【３】奨学資金給与
・目的が同様の国・県による給付事業の影響により、申請者数が大幅に減少したことから、
令和２年度より「あいづっこ高校生応援奨学金」として、高校入学者及び大学等受験者に向
けた制度の見直しを行った。

【４】私立学校運営補助
・補助金の交付により、市内の私立学校の教育条件の向上及び経営基盤の強化を図った。

課題認識と
今後の方針
・改善点

【１】就学支援
・社会状況の変動を見極めながら、義務教育の円滑な実施に向け、援助を必要とする児童生
徒の保護者に対し適切に就学援助が実施されるよう、周知徹底を図っていく必要がある。ま
た、対象とする費目について、調査・研究を継続していく。

【２】通学支援
・スクールバスについては、毎年度、対象児童生徒の変化にあわせ、コースや乗降所を見直
しつつ、適切な運行に努めていく。
・遠距離通学する児童生徒の通学実態や地域の公共交通状況等を踏まえ、地域の実情に応じ
た効果的な支援のあり方を検討していく。

【３】奨学資金給与
・令和２年度に制度の見直しを行った以降、決定者数が年々増加傾向にあることから、今後
も制度の周知を図るとともに、申請状況を踏まえながら、給与時期や要件等について、適切
かどうか検証していく。

【４】私立学校運営補助
・少子化に伴う児童生徒数の減少など、環境が変化する中にあっても、私立学校における特
色のある学校教育を支援し、円滑な学校運営のために当補助事業を継続していく。



施策２

取組状況

学校環境の充実、整備

今年度の重
点方針
（方向性）

　子どもたちが安心して学校生活を送れるよう、計画的な学校施設の耐震化を進め、さらに
、予防保全の視点から施設や設備の適切な維持管理や改修を行います。
　また、新学習指導要領や各学校の特色、教育目標、教育課題等に対応した適切な教材や図
書及び教育ＩＣＴ環境の整備を進めます。

【１】学校施設耐震化事業
・平成19年度に「会津若松市小中学校施設耐震化推進基本方針」を策定し、令和３年度まで
に構造体の耐震化は全て完了したことから、令和４年度からは非構造部材の耐震化として、
屋内運動場ガラス補強・バスケットゴール改修を実施してきた。

【２】小・中学校維持管理費
・令和２年度から令和５年度の４年間で、小学校６校・中学校２校の校舎等長寿命化改修を
実施した。
・トイレ洋式化については、順次整備を行い、未設置校を解消した。また、照明については
、令和４年度から令和５年度の２年間で、小学校３校・中学校１校のＬＥＤ化を実施した。

【３】通学路安全推進事業
・通学路の安全を確保するため、「会津若松市通学路交通安全・防犯プログラム」に基づき
、通学路の合同点検を実施するなど、関係機関が連携して通学路の安全確保に努めてきた。
・ツキノワグマ等危険動物出没時などの連絡体制を構築し、関係各課と連携しながら対応し
た。

【４】教育ＩＣＴ環境推進事業
・令和３年５月末までに児童生徒１人１台の学習用タブレット端末を整備した。
・令和４年３月には、教育ＩＣＴ環境の整備方針や教員のＩＣＴ活用・指導力向上、授業で
の活用方法等を示した「市教育ＩＣＴ推進プラン」を策定し、以降は、当該プランに基づく
環境整備を進めてきた。

課題認識と
今後の方針
・改善点

【１】学校施設耐震化事業
・構造体の耐震化は令和３年度をもって全て完了したことから、引き続き、屋内運動場にお
ける窓ガラスの飛散防止フィルム貼付、バスケットゴールの落下防止対策など、非構造部材
の耐震化に重点を置き、計画的に取り組んでいく。

【２】小・中学校維持管理費
・学校施設については、老朽化による劣化損傷が進んでおり、特に、校舎の屋上防水・外壁
、屋内運動場の屋根・外壁について、児童・生徒等の安全安心及び長寿命化（予防保全）の
観点から、年次計画により改修を行っていく。
・トイレ洋式化については、区画整備率が96％を超えたことから、今後は、女子児童・生徒
が主に利用するトイレ区画における追加工事を優先して計画的に実施していく。また、照明
ＬＥＤ化については、国の補助制度を活用しながら、各年度小学校２校・中学校１校を基本
として、校舎及び屋内運動場について順次実施していく。

【３】通学路安全推進事業
・これまでの合同点検により抽出された危険箇所への対策に加え、防犯・防災の視点からも
児童生徒の安全確保について、地域の方々及び関係機関と連携し取り組んでいく。
・安全点検については、合同点検の時期だけではなく、危険箇所があれば、引き続き随時点
検していく。

【４】教育ＩＣＴ環境推進事業
「市教育ＩＣＴ推進プラン」に基づき、計画的に教育ＩＣＴ環境の整備・更新を進めていく
とともに、統合型校務支援システムの運用や学校でのＩＣＴ活用を支援する体制の充実にも
取り組んでいく。
・更新時期を迎えるタブレット端末について、国の補助を前提とした県による共同調達での
整備を検討するなど、入替の準備を進めていく。
・子どもや保護者の利便性向上を図る新たなスマートシティの取組を検討していく。



３　関連する政策分野と事務事業
政策分野 事務事業名 担当部・課名

1-4 健康福祉部・こども家庭課

1-4 子ども未来基金事業 健康福祉部・こども家庭課

19-1 健康福祉部・高齢福祉課

40-1 公共施設マネジメントの推進 財務部・公共施設管理課

４　施策の最終評価

ひとり親家庭自立支援給付金事業

生活支援体制整備事業

・政策分野３「教育環境」の推進にあたっては、「２　施策の評価」に従い取り組むこと。

・施策１「就学環境の充実」については、就学支援の対象とする費目について調査・研究を継続していく
とともに、遠距離通学の児童生徒に対し、地域の実情に応じた適切なスクールバス運行や遠距離通学助成
のあり方などを検討していく。
・施策２「学校教育の充実、整備」については、非構造部材の耐震化や校舎等の長寿命化、照明のＬＥＤ
化などに計画的に取り組んでいく。また、「市教育ＩＣＴ推進プラン」に基づき、計画的に教育ＩＣＴ環
境の整備・更新を進めながら、統合型校務支援システムの運用や学校でのＩＣＴ活用を支援する体制の充
実にも取り組むとともに、更新時期を迎えるタブレット端末について、国の補助を前提とした県による共
同調達での整備を検討するなど、入替の準備を進めていくことで、子どもたちが安心して学校生活を送れ
る環境の整備を進めていく。



５　事務事業一覧

番号 事務事業名 担当部・課

施策１　就学環境の充実

1 ◎ 基本目標４ 4.1 就学援助事業 継続 教育委員会・学校教育課

2 ◎ 基本目標４ 4.1 スクールバス運行事業 継続 教育委員会・教育総務課

3 ◎ 基本目標４ 4.1 小・中学校遠距離通学助成事業 継続 教育委員会・教育総務課

4 4.1 奨学資金給与 継続 教育委員会・教育総務課

5 基本目標４ 4.1 板橋好雄奨学資金貸与 継続 教育委員会・教育総務課

6 ◎ 基本目標４ 4.1 私立学校運営補助事業 継続 教育委員会・学校教育課

7 公立学校等後援会及び記念事業補助金 継続 教育委員会・教育総務課

施策２　学校環境の充実、整備

1 ◎ 4.a 学校施設耐震化事業 継続 教育委員会・教育総務課

2 4.a 小学校維持管理費 継続 教育委員会・教育総務課

3 4.a 中学校維持管理費 継続 教育委員会・教育総務課

4 ◎ 11.2 通学路安全推進事業 継続 教育委員会・学校教育課

5 小中学校維持管理費（ＰＣＢ廃棄物の処分） 継続 教育委員会・教育総務課

6 ◎ 基本目標４ 4.1 教育ＩＣＴ環境推進事業 継続 教育委員会・学校教育課

7 ◎ 4.a 小・中学校維持管理費（校舎等長寿命化改修） 継続 教育委員会・教育総務課

8 ◎ 4.a 継続 教育委員会・教育総務課

9 ◎ 7.a 小・中学校維持管理費（学校照明ＬＥＤ化） 継続 教育委員会・教育総務課

10 小・中学校用務員代行業務委託 継続 教育委員会・教育総務課

11 教育委員会会計年度任用職員報酬等 継続 教育委員会・教育総務課

12 学校財務オンライン事業 継続 教育委員会・学校教育課

13 4.1 教材費 継続 教育委員会・教育総務課

14 継続 教育委員会・学校教育課

15 4.1 理科教育設備費 継続 教育委員会・教育総務課

16 基本目標４ 地域とつながる教育支援事業 継続 教育委員会・学校教育課

17 河東学園センター開放事業 継続 教育委員会・教育総務課

18 継続 教育委員会・教育総務課

19 学校用地整理事業 継続 教育委員会・教育総務課

ロジック
モデル

重点
事業

人口減
少対策
※

SDGs
ターゲ
ット

次年度
方針

小・中学校維持管理費（学校トイレ洋式化）

教材費（教育指導書等購入費）

旧小中学校用地整理事業

※人口減少対策に資する事業を「第３期　会津若松市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の４つの基本目標
に位置付けた取組を記載しています。
基本目標１　既存産業・資源を活用した魅力的なしごとづくり
基本目標２　地域の個性を活かした新たな人の流れの創出
基本目標３　生活の利便性を実感できる安全・安心なまちづくり
基本目標４　結婚・出産・子育て支援と教育環境の整備



施策１　就学環境の充実

1

事業名 就学援助事業 法定／自主 法定

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 111,705 111,705

所要一般財源 111,269 111,269

概算人件費 6,252 6,252

2

事業名 スクールバス運行事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 109,615 109,615

所要一般財源 109,615 109,615

概算人件費 1,895 1,895

3

事業名 小・中学校遠距離通学助成事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 6,716 6,716

所要一般財源 6,716 6,716

概算人件費 569 569

概要
(目的と内容)

　学校教育法第19条の規定に基づき、経済的理
由により就学が困難な児童生徒の保護者に対
し、学用品費、学校給食費、医療費等を支給す
ることにより、義務教育の円滑な実施を図る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・経済的に就学が困難な児童生徒の保護者に対して学用品費、学校給食費、医療費等
を支援し、義務教育を円滑に実施している。
・平成30年度の新入学児童生徒より新入学児童生徒学用品費等の入学前支給を実施
し、より実情に沿った支援に向け制度の見直しを行った。
・東日本大震災により被災した児童生徒に対しては、交付金を活用した被災児童生徒
等就学支援事業費において支援している。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・受給者数はここ数年横ばいで推移しているが、今後、社会状況の変動により増加す
る可能性がある。
・援助を必要とする児童生徒の保護者の相談に応じながら、さらなる事業の周知を図
り、今後も継続的に実施していく。また、対象とする費目について、調査・研究を継
続していく。

概要
(目的と内容)

　学校の統廃合等により遠距離通学となった児
童生徒に対し、登下校時にスクールバスを運行
する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成19年度の河東学園小学校開校による運行開始にあわせ、他地区も含めこれまで
徴収していた保護者負担を廃止。 
　平成21年度より、湊地区、北会津地区における路線バスとの重複路線を廃止し、遠
距離通学助成による路線バス定期券助成へ変更。
　令和２年度には、新型コロナウイルス感染症予防の観点より過密乗車を避けるため
運行車両の大型化や登校時及び一斉下校時の追加便運行等の対応を行った。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　地域の実情に応じて運行基準を定めており、対象とならない児童生徒については、
公共交通や地域内交通の活用について研究していく。
　対象児童生徒数の変化にあわせ、コース及び乗降所を見直しつつ、適切な運行内容
となるよう努めていく。

概要
(目的と内容)

　遠距離通学となる小中学校児童生徒の保護者
に対し、バス・列車の乗車券や補助金を交付す
る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　通学距離が４ｋｍ（冬期３ｋｍ以上）の児童、６ｋｍ（冬期４ｋｍ以上）の生徒を
対象に公共交通機関の定期券または現金を助成。
　平成21年度より、湊地区スクールバス（赤井・原コース）と北会津中学校スクール
バス（真宮南コース・真宮コース）を廃止し、それぞれ同じ路線を運行する路線バス
等の利用へ変更し、定期券の支給を行っている。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　遠距離通学制度により助成している場合においても、公共交通機関等の乗車時間や
本数によって、利用が困難な状況にある地区もあるため、今後、公共交通、地域内交
通について事業者、関係部署と協議していく。
　また、現在の助成方法に限らず、地域公共交通の状況や通学の実情を踏まえた効果
的な支援の在り方を検討していく。
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事業名 奨学資金給与 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 2,000 2,000

所要一般財源 2,000 2,000

概算人件費 455 455

5

事業名 板橋好雄奨学資金貸与 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 1 1

所要一般財源 1 1

概算人件費 455 455

6

事業名 私立学校運営補助事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 2,800 2,800

所要一般財源 2,800 2,800

概算人件費 304 304

概要
(目的と内容)

　高等学校又は高等専門学校に在学する者で基
準を満たしている者に、奨学資金５万円を給与
する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　令和元年度まで、住民税所得割非課税世帯への給与制度であったが、同内容・同目
的の県が実施する給付金の拡充により、申請者数が大幅に減少していた状況から、令
和２年度より「あいづっこ高校生応援奨学金」として高校入学者及び大学等受験者に
向けた内容に制度を改め、申請者が利用しやすいものとした。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　入学枠の決定者数は年々増加しており、制度が定着しつつある一方で、進学枠にお
いては、定員に達していないが一定の申請がある。引き続き制度の周知に努め、本制
度の定着を図っていく。

概要
(目的と内容)

　大学・短期大学・大学院に入学する者又は在
学する者のうち、要件を満たしている申請者に
対し、奨学資金50万円を貸与する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成22年12月に条例改正を行い、対象者を河東地区から市全域に拡大するとともに
、在学生への適用や他奨学資金制度との併用を認めることとした。　
　平成30年12月に施行規則を改正し、申請時に連帯保証人の住民票、貸与時には印鑑
証明を提出させ、より実効性のある手続方法とした。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　近年、各種奨学金制度等の充実により、貸与型奨学金制度の申請者数が減少してい
る。奨学金の募集にあたっては、併せて市の奨学金返還支援制度の周知を図ること
で、希望する学生の経済的・心理的な不安を軽減し、申請者数の増加に繋げる。
　滞納対策としては、定期的な連絡訪問を実施し、悪質な場合は、民事調停や強制執
行等を検討するなど債権管理を行っていく。

概要
(目的と内容)

　市内の私立小・中学校（１校）・私立高等学
校（３校）の学校運営に対して補助金を交付す
ることにより、私立学校の健全な発展と振興に
資する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・補助金の交付により、市内の私立学校の教育条件の向上及び経営基盤の強化を図っ
た。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・少子化に伴う児童生徒数の減少や、会津地区の経済状況の変化から、私立学校をめ
ぐる環境が変化している。
・私立学校における特色のある学校教育を支援し、円滑な学校運営のために当補助事
業を継続していく。
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事業名 公立学校等後援会及び記念事業補助金 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 319 319

所要一般財源 319 319

概算人件費 76 76

　交付要綱に基づき、予算の範囲内で補助金の交付を継続していく。

概要
(目的と内容)

　本市に住所を有する者が在籍する特別支援学
校等の後援会及び会津管内の公立学校等が行う
記念事業に要する経費について、交付要綱に基
づき、予算の範囲内で補助金を交付する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　本市に住所を有する者が在籍する特別支援学校の健全な発展と振興に資するために
後援会に対し補助金を交付し、児童生徒等の生活と学習環境整備に貢献している。
　会津管内の公立学校等が行う記念事業に要する経費を補助することで、同窓会及び
生徒保護者の負担を軽減している。
　令和４年度：県立若松商業高等学校　令和５年度：県立会津学鳳高等学校
　令和６年度：会津若松ザベリオ学園

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）



施策２　学校環境の充実、整備

1

事業名 学校施設耐震化事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 104,575 108,000

所要一般財源 86 7,499

概算人件費 2,274 2,274

2

事業名 小学校維持管理費 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 405,233 455,833

所要一般財源 356,033 359,833

概算人件費 15,156 15,156

3

事業名 中学校維持管理費 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 172,403 201,203

所要一般財源 168,203 170,703

概算人件費 15,156 15,156

概要
(目的と内容)

　耐震診断結果から耐震化の必要性が明らかと
なっていた校舎等について、耐震補強工事を実
施するとともに、屋内運動場における窓ガラス
やバスケットゴール等の非構造部材の耐震化に
ついても併せて実施する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成19年度に「会津若松市小中学校施設耐震化推進基本方針」を策定し、令和３年
度までに構造体の耐震化は全て完了した。
　令和４年度からは非構造部材の耐震化として、屋内運動場ガラス補強・バスケット
ゴール改修を実施してきた。
　令和４年度：謹教小、一箕小、川南小、四中、湊中
　令和５年度：松長小、神指小、荒舘小、一中、三中

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　構造体の耐震化については、令和３年度をもって全て完了したことから、引き続き
、屋内運動場における窓ガラスの飛散防止フィルム貼付、バスケットゴールの落下防
止対策など、非構造部材の耐震化に重点を置き、計画的に取り組んでいく。

概要
(目的と内容)

　小学校における各種施設の営繕、委託等によ
る維持管理業務及び学校運営にかかる光熱水費
等の支払、学校図書購入、各種物品の調達等を
行う。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　様々な取組により経費抑制と効率的な運用を図ってきた経過にある。
【平成25年度】消防法改正への対応のため、地下油タンクの計画的な改修を実施
【平成28年度】学校間での備品の移動を可能にしたリユース備品制度を導入
【令和元年度】空調設備の整備（行仁小以外の全小学校普通教室及び一部特別教室）
【令和２年度】一部学校における電気購入先の変更（電気の地産地消）
　　　　　　　※令和５年度にも電気の地産地消のために再度変更

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・施設・設備の老朽化から営繕等の要望が多いが、多額の経費が伴うものも多いこと
から、計画的な対応が困難な状況にある。
・学校施設の適切な維持管理のため、多額の経費が必要となるものについては、国の
補助制度等を活用しながら、計画的な改修・修繕につなげていく。
　また、空調設備の整備に伴い、電気料金が増加していることから、デマンド値の適
切な設定とともに、継続して節電に向けたエアコン運用ルールの浸透を図る。

概要
(目的と内容)

　中学校における各種施設の営繕、委託等によ
る維持管理業務及び学校運営にかかる光熱水費
等の支払、学校図書購入、各種物品の調達等を
行う。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　様々な取組により経費抑制と効率的な運用を図ってきた経過にある。
【平成25年度】消防法改正への対応のため、地下油タンクの計画的な改修を実施
【平成28年度】学校間での備品の移動を可能にしたリユース備品制度を導入
【令和元年度】空調設備の整備（全中学校普通教室及び一部特別教室）
【令和２年度】一部学校における電気購入先の変更（電気の地産地消）
　　　　　　　※令和５年度にも電気の地産地消のために再度変更

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・施設・設備の老朽化から営繕等の要望が多いが、多額の経費が伴うものも多いこと
から、計画的な対応が困難な状況にある。
・学校施設の適切な維持管理のため、多額の経費が必要となるものについては、国の
補助制度等を活用しながら、計画的な改修・修繕につなげていく。
　また、空調設備の整備に伴い、電気料金が増加していることから、デマンド値の適
切な設定とともに、継続して節電に向けたエアコン運用ルールの浸透を図る。
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事業名 通学路安全推進事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 170 170

所要一般財源 170 170

概算人件費 379 379

5

事業名 小・中学校維持管理費（ＰＣＢ廃棄物処分） 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 0 0

所要一般財源 0 0

概算人件費 0 0

6

事業名 教育ＩＣＴ環境推進事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 145,955 162,946

所要一般財源 124,609 162,946

概算人件費 10,913 12,277

概要
(目的と内容)

　通学路の安全対策及び交通事故防止に対する
総合的な施策を推進し、児童生徒の登下校時の
安全確保を図る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・通学路の安全対策及び交通事故防止に対する総合的な施策を推進し、児童生徒の登
下校時の安全確保を図るため、令和３年度に防犯の視点を加え改訂した「市通学路交
通安全・防犯プログラム」により、通学路の安全確保に努めてきた。
・関係機関が連携して通学路における危険箇所の合同点検を実施し、継続的、計画的
に通学路の安全確保に取り組んできた。
・ツキノワグマ等危険動物出没時などの連絡体制を構築し、関係各課と連携しながら
対応した。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・通学路の合同点検により抽出された危険箇所について、関係機関による対策を講
じ、通学路の安全及び防犯に努めていく必要がある。
・今後も危険箇所の把握及び対策については、「市通学路交通安全・防犯プログラ
ム」に基づき、地域の方々や関係機関と連携しながら取り組んでいく。また、安全点
検は、合同点検の時期だけではなく、危険箇所があれば、随時点検していく。

概要
(目的と内容)

　追手町第二庁舎倉庫にて適正に保管している
ＰＣＢ廃棄物について、「ポリ塩化ビフェニル
廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置
法」に基づき、期限まで処分を行う。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

ＰＣＢ廃棄物について、適正な管理及び処分を行ってきた。
【１】ＰＣＢ廃棄物の処分実績
　平成25年度：コンデンサ２台　　平成28年度：変圧器７台、コンデンサ３台
　令和４年度：照明安定器207個（総務課と同時処分）
【２】現在の保管数
　変圧器：４台
　微量ＰＣＢ混入の可能性が否定できない照明安定器：12台

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

【１】処分期限
　変圧器：令和９年３月31日
　照明安定器：現在、環境省にて処分方法を検討しているところであり、処分方法が
確定するまでは事業所において保管しておく必要がある。
【２】処分対応
　変圧器：総務課と同時処分することで運搬費の削減を図る。
　照明安定器：国の動向を注視していく。

概要
(目的と内容)

　教育ＩＣＴ環境の整備を推進し、児童生徒の
情報活用能力の育成と多様な方法による学習の
促進、教員のＩＣＴ活用・指導力向上、ＩＣＴ
活用支援体制の充実を図る。また、スマートシ
ティの推進として、教育分野の新たなサービス
についての検討や取組を進めていく。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

令和２年度　・１人１台タブレット整備 3,580台(小５～６年生、中１年生分ほか)
　　　　　　・普通教室等へのWi-Fi環境整備
令和３年度　・１人１台タブレット整備 6,060台(小１～４年生、中２～３年生分)
令和４年１月～９月　・学校インターネット接続環境の増強対応
令和４年３月・「市教育ＩＣＴ推進プラン」を策定
令和４～５年度　・大型提示装置（テレビ）整備　131台

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・「市教育ＩＣＴ推進プラン」に基づき、校内サーバーをデータセンター管理へ移行
するなど計画的に教育ＩＣＴ環境の整備・更新を進めていくとともに、統合型校務支
援システムの運用や学校でのＩＣＴ活用を支援する体制の充実にも取り組んでいく。
・更新時期を迎えるタブレット端末について、国の補助を前提とした県による共同調
達での整備を検討するなど、入替の準備を進めていく。
・子どもや保護者の利便性向上を図る新たなスマートシティの取組を検討していく。



7

事業名 小・中学校維持管理費（校舎等長寿命化改修） 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 368,163 218,650

所要一般財源 0 33,617

概算人件費 11,367 11,367

8

事業名 小・中学校維持管理費（学校トイレ洋式化） 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 46,490 75,240

所要一般財源 0 340

概算人件費 2,035 2,035

9

事業名 小・中学校維持管理費（学校照明ＬＥＤ化） 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 160,662 235,000

所要一般財源 155 53,167

概算人件費 2,729 2,729

概要
(目的と内容)

　校舎屋上防水層の全面改修・屋内運動場屋根
のカバー工法及び外壁劣化部やサッシ周囲の
コーキング打ち替え等、屋根・外壁面の全面的
な改修を実施する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

令和２年度：一箕小学校屋内運動場屋根改修
令和３年度：謹教小学校屋内運動場屋根改修、２階部分外壁目地材コーキング打替
令和４年度：城西小学校中央棟外壁・屋上防水改修、松長小学校体育館屋根・外壁改
修、第四中学校北棟外壁・屋上防水改修
令和５年度：城西小学校北棟外壁・屋上防水改修、第一中学校屋内運動場屋根・外壁
改修、川南小学校校舎屋上シート防水改修

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・建設時より20年以上経過した建物がほとんどであり、劣化損傷があれば、都度修繕
や部分的な改修により対応してきたが、維持管理が困難な状況になってきており、学
校活動にも影響を及ぼしてきている。
・施設・設備について、老朽化による劣化損傷が進んでおり、特に、校舎の屋上防
水・外壁、屋内運動場の屋根・外壁について、児童・生徒等の安全安心及び長寿命化
（予防保全）の観点から、年次計画により改修を行っていく。

概要
(目的と内容)

　近年の住宅事情の変化に伴い、学校における
洋式トイレの必要性がますます高まってきてい
ることから、洋式トイレの整備を行う。
　また、トイレの臭いについても日常の清掃で
は臭いが取れない学校があるため、専門業者に
よる清掃を実施し快適な環境の整備に努める。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　トイレ洋式化については、未設置区画の解消に向け年次により対応を図ってきた。
　小・中学校における洋式トイレ率（洋式便器数／総便器数（小便器を除く））は、
令和３年度までに46.9％となり、令和５年度に小学校７校、中学校４校でトイレ洋式
化工事を実施したことにより、洋式トイレ率は53.1％となった。
※トイレの臭いについては、専門業者による清掃を平成28年度から実施している。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・学校トイレの洋式化については、区画整備率が96％を超えたことから、今後は、女
子児童・生徒が主に利用するトイレ区画における洋式トイレ追加工事を優先して計画
的に実施していく。
・学校トイレの臭い対策及び衛生的なトイレ環境に配慮し、湿式床の乾式化工事も併
せて実施していく。

概要
(目的と内容)

　第４期地球温暖化対策推進実行計画に合わせ
、令和12年度までに学校施設のＬＥＤ化率100％
の目標に向け、順次、照明のＬＥＤ化を図って
いく。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　これまでＬＥＤ照明器具の整備については、学校建築及び耐震改修工事に併せて対
応してきた。
　令和４年度には川南小学校屋内運動場、令和５年度には門田小学校及び東山小学校
校舎と第四中学校校舎・屋内運動場の照明器具改修を実施した。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・温暖化対策や省エネルギーの観点から必要性が高まってきており、各電機メーカー
においても、既設照明器具の部品の製造廃止を進めている。そのため、修理等での対
応が困難になってきており、早期の改善が必要である。
・国の補助制度を活用しながら、各年度小学校２校・中学校１校を基本として、校舎
及び屋内運動場について順次実施していく。
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事業名 小・中学校用務員代行業務委託 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 66,329 66,329

所要一般財源 66,329 66,329

概算人件費 228 91

11

事業名 教育委員会会計年度任用職員報酬等 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 14,510 14,510

所要一般財源 14,510 14,510

概算人件費 683 683

12

事業名 学校財務オンライン事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 8,548 7,287

所要一般財源 8,548 7,287

概算人件費 273 273

概要
(目的と内容)

　市立小中学校に配置する用務員の退職に伴っ
て業務を委託することにより、費用を抑え、引
き続き円滑な学校管理を行う。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　職員の退職に伴い、順次委託校を増やしている。
　　平成19年度委託校14校/30校
　　　　↓
　　令和２年度委託校25校/30校
　　令和３年度委託校24校/29校（義務教育学校へ移行したため１校減：河東学園）
　　令和４年度委託校26校/29校（行仁小及び三中委託化により２校増）
　　令和６年度委託校25校/28校（義務教育学校へ移行したため１校減：湊学園）

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　用務員の退職に合わせて順次委託化を進め、現在25校が委託しており、コスト削減
の効果をあげている。平成29年度の入札から、雇用の安定等の観点より、委託期間に
複数年契約を導入した。また、令和２年度の契約更新から、指名業者を増やすために
複数校合冊を本格的に実施したことで、競争性が高まり更なるコスト削減と事務処理
等の効率化に繋がった。今後は直営用務員の配置も含めて、委託する学校について検
討する必要がある。 

概要
(目的と内容)

　教職員の事務負担を軽減し、学校運営の円滑
化を図るため、旧市内校・大規模校及び学級数
児童数の多い小中学校に会計年度任用職員（学
校事務補助員）を年間90日配置する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成６年度の市職員の引き上げに伴い、繁忙期の事務を補完するものとして臨時事
務員を配置。平成17年度に行財政再建プログラムに基づき、配置校と配置日数を大幅
な見直しを実施。
　平成19年度～：16校（小10＋中６）８ヶ月×10日（80日）
　平成23年度～：18校（小12＋中６）９ヶ月×10日（90日）※配置日数増
　平成27年度～：19校（小13＋中６）９ヶ月×10日（90日）
　令和２年度～：会計年度任用職員制度へ移行（配置校数及び配置日数変更なし）

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　年度内90日（月10日×９ヶ月）の配置を行っているが、配置校19校のうち16校が不
足を補うためＰＴＡ費で事務職員を雇用している。また、予算確保協議会からも、教
職員の事務負担の軽減や児童生徒への教育・指導の充実の観点より、学校事務補助員
の継続と通年雇用・雇用日数増を要望されている。
　一方で、児童生徒数の減少、学校給食費の公会計化移行による事務量が減少にある
ことから、配置基準等の見直しを学校と協議していく。 

概要
(目的と内容)

　学校に設置した財務会計システムにかかるネ
ットワーク・通信回線及び機器の保守・更新を
行う。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

平成18年度　学校財務システムのオンライン運用開始
　以後、定期的に機器を更新
令和元年度　学校財務用コンピュータ機器更新（30校・各１台）
※令和６年度と令和７年度は、令和元年度導入機器を再リースする予定

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・学校において財務会計システムを利用できるよう、必要となるセキュリティ対策や
ネットワーク・通信回線及び機器等の保守管理を行っていくとともに、機器等を計画
的に更新していく。
・事務処理が適切かつ円滑に進められるよう、事務担当者への研修を行っていく。
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事業名 教材費 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 29,130 29,130

所要一般財源 29,130 29,130

概算人件費 1,819 1,819

14

事業名 教材費（教育指導書等購入費） 法定／自主 法定

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 57,453 250

所要一般財源 57,453 250

概算人件費 758 379

15

事業名 理科教育設備費 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 1,100 1,100

所要一般財源 550 550

概算人件費 910 910

概要
(目的と内容)

　学校教育法第５条「学校の設置者（市）は、
その設置する学校を管理し、その学校の経費を
負担する」に基づき、教育活動に必要な教材等
（部活動用品・修理費も含む）を整備する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　国の「教材整備指針」等を踏まえながら、授業や部活動で使用する教材の購入・修
理の実施等により、整備の充実に努めてきた。　

平成28年度：未使用備品を必要とする学校で再利用する学校備品Reuseシステム導入

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・老朽化した教材を保有し、更新が遅れている学校が多くあり、修繕費用が年々増加
している現状にある。特に、各学校の楽器については、合奏部の全国大会出場等のめ
ざましい活躍があることから、楽器の更新を計画的に実施する必要がある。
・学習内容や指導方法等の現状把握に努め、これに即した計画的な整備を継続してい
くとともに、平成28年度から運用開始の学校備品Reuseシステムを活用し、使用してい
ない備品の有効活用を図っていく。

概要
(目的と内容)

　学校教育法第５条に基づき、学校設置者であ
る市が学習活動に必要な経費を負担する必要が
あることから、教師用教科書・指導書等を整備
する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・令和元年度には小学校教科書、令和２年度には中学校教科書の採択替えを行った。
また、令和５年度には小学校教科書の採択替えを実施し、令和６年度には中学校教科
書の採択替えを行った。
・小学校の教師用デジタル教科書については、全教科整備した。
・特別支援学級の新設や入級等に伴う学級数の変動に対応し、必要な教科書等の整備
を行ってきた。　

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・義務教育諸学校で使用する教科書については、おおむね４年ごとに検定・採択替え
が行われ、採択替え実施年度には、教師用デジタル教科書を含め、全面的な教科書等
の整備が必要となり、事業費が大きく増加する。
・学校設置者である市は、児童生徒の学習活動に必要な教師用の教科書及び指導書を
整備する必要があり、今後も適切な冊数を把握し整備を行っていく。
・中学校の教師用デジタル教科書についても全教科の導入・整備に向けて対応してい
く。

概要
(目的と内容)

　理科教育振興法に基づき、国庫補助金制度を
活用し、理科教育に必要な教材設備を整備す
る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　毎年度、小学校３校、中学校２校を重点的な整備対象校とし、理科教育にかかる設
備等の購入を実施している。
　平成28年度：対象校数を小学校６校及び中学校４校として実施（国の第２次補正予
算の活用による対象校の増加）
　平成29年度～令和６年度：対象校数を小学校３校及び中学校２校として実施

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・各学校における理科教材設備整備状況及び現有率については、「理科教育設備台
帳」において把握しているが、一定金額以上の設備のみが記載の対象となることか
ら、各学校の現有率の向上に向けて、毎年度計画的に進めていく必要がある。
・老朽化した理科設備を保有する学校も多いことから、国の補助制度を有効活用し、
より多くの学校の設備充実が図られるよう、引き続き整備に努めていく。
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事業名 地域とつながる教育支援事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・学校教育課 次年度方針 継続

事業費 935 935

所要一般財源 935 935

概算人件費 910 910

17

事業名 河東学園センター開放事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 160 232

所要一般財源 160 232

概算人件費 190 190

18

事業名 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 242 0

所要一般財源 242 0

概算人件費 910 910

概要
(目的と内容)

　会津若松市教育ポータルサイト「あいづっこ
Web」と連携し、学校における活動の様子や学校
からのお知らせなどを配信するスマートフォン
用アプリ「あいづっこ＋」を運用することで、
学校と保護者のコミュニケーションの強化や利
便性向上を図る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

平成28年度「あいづっこWeb」、情報配信アプリ「あいづっこ＋」の開発
平成29年度「あいづっこWeb」、情報配信アプリ「あいづっこ＋」の運用開始
　以後随時、機能拡充等を実施
令和３年度　「会津若松＋」リニューアル
令和４年度　「あいづっこ＋」のデザインを一新
令和５年度　より簡単に利用者登録ができるよう「あいづっこWeb」の改修を実施

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　学校での活動の様子をはじめ、行事予定やお知らせなど速やかに保護者に伝えるた
めにデジタルの活用は有効である。今後も学校の活動の様子などについて、「あい
づっこWeb」を通じて家庭や地域などに幅広く発信していく。また、保護者向けには、
メールやスマホアプリ「あいづっこ＋」を活用した一斉連絡により、学校や教育委員
会からの情報を迅速かつ効率的に配信していく。

概要
(目的と内容)

　河東学園センターの施設について、学校運営
に支障の無い範囲で市民に開放し、社会教育等
の向上を図る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成19年度の河東学園小学校の開校に伴い、事業を実施してきた。
　また、土日や平日の夜間の利用に対応するため、管理指導員を配置し、円滑に事業
を実施してきた。
　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、一部利用制限等の措置を講
じた。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・令和５年度からは管理指導員が１名体制となり、早朝の利用への対応が困難になる
など、支障が出ていることから、現在の管理指導員の意向を踏まえつつ、業務委託に
よる対応も含めて検討していく必要がある。
・事業の推進にあたっては、あくまで教育施設であることを第一義とし、児童の安全
面等に配慮しながら継続して実施していく。

旧小中学校用地整理事業

概要
(目的と内容)

　廃校後の学校用地の登記整理等を行う。（用
地未整理の旧学校名：赤井小、河東一小、河東
二小、河東三小、河東中）

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成20年度まで、旧河東一小、旧河東二小、旧河東三小、旧河東中の権利者との交
渉により、土地の所有権移転登記を進めてきた。旧河東中について、令和３年度には
権利者・行方不明者等の戸籍調査を実施し、令和４年度には未整理敷地３筆のうち２
筆の権利者２名との交渉により、持分に係る所有権移転登記を完了した。令和５年度
には残り3/96となっていた２筆の移転登記を完了するとともに、残り１筆の相続人21
名との交渉を行い、20名については移転登記を進められる見込みとなった。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・学校跡地については、これまで登記未整理敷地の解消に努めてきたが、相続人の理
解が得られないことや県外居住者も多いこと等から、整理が困難な状況にある。
・旧河東中の上記１筆について、相続人21名のうち１名の理解が得られていないが、
専門機関である法務局の助言も踏まえ、まずは理解が得られている20名に係る移転登
記の完了に向けて最優先に取り組んでいく。また、旧河東一小、旧河東三小の権利者
の調査を再開し、相続図の作成など、今後の交渉に向けた準備を進めていく。
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事業名 学校用地整理事業 法定／自主 自主

担当部・課 教育委員会・教育総務課 次年度方針 継続

事業費 0 0

所要一般財源 0 0

概算人件費 455 455

　公図・登記等の未整理校について、登記事務委託等による整理を実施してきた。

概要
(目的と内容)

　公図や権利関係が未整理の学校用地について
、登記事務（現地測量、分筆・合筆、地目変更
等の登記）の委託による整理を進めることで、
教育財産を適正に管理する。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・公図や権利関係の未整理校が13校残っている現状にある。
・上記の課題に適切に対応していく。
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